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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 　第１の筐体と第２の筐体との間の相対的回動の回動量又は回動方向を変更することに
より、物体の移動に利用される駆動装置の動作を遠隔操作により指示することができる操
作装置であって、
　前記操作装置はリモコンであり、
　前記第１の筐体及び前記第２の筐体は、それぞれ、前記リモコンの筐体の一部であり、
　前記第１の筐体と前記第２の筐体とは、前記相対的回動における回動軸に沿って隣接す
るように配置されており、
　前記第１の筐体及び／又は、前記第２の筐体は、前記相対的回動の回動軸周りに沿って
、前記相対的回動の回動量又は回動方向に関する情報を操作者が目視できる態様で標示す
る標示部を備えており、
　前記標示部は、前記第１の筐体の外表面のうち、前記第２の筐体側の端部の近傍、及び
／又は、前記第２の筐体の外表面のうち、前記第１の筐体側の端部の近傍に配置されてい
る
　ことを特徴とする操作装置。
【請求項２】
　前記第１の筐体を操作者が保持したとき操作者の側とは反対側に位置する、前記第１の
筐体及び／又は前記第２の筐体の面に、操作者により指示された前記駆動装置の動作の方
向を報知するための報知部を備えている
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ことを特徴とする請求項１に記載の操作装置。
【請求項３】
　前記第１の筐体が備えており前記第１の筐体と前記第２の筐体は垂直な回動軸に沿って
内部に信号ケーブルを挿通した管状部材で繋がれており、
　前記第１の筐体に前記標示部を備えている
　ことを特徴とする請求項１に記載の操作装置。
【請求項４】
　物体の移動に利用される駆動装置と、該駆動装置の動作を指示する操作装置とを備える
移動装置であって、
　前記操作装置は、請求項１ないし３のいずれかに記載の操作装置である
　ことを特徴とする移動装置。
【請求項５】
　操作者の視界に入る領域のうち前記操作装置を除く場所に、前記相対的回動の回動量若
しくは回動方向に関する情報又は前記物体の進行方向を表示する表示部を備え、
　前記表示部による表示の少なくとも一部は、前記相対的回動の回動量若しくは回動方向
の変化又は前記第１の筐体の前記標示部における標示の変化に同期して変化する構成であ
る
　ことを特徴とする請求項４に記載の移動装置。
【請求項６】
　前記駆動装置は、操作者の視界上方のＸ方向に配置されるＸ方向レールと、Ｘ方向に垂
直なＹ方向に配置されるとともに前記Ｘ方向レールに沿って移動するＹ方向レールと、該
Ｙ方向レールに沿って移動するとともにＸ及びＹの両方向に垂直なＺ方向に物体を移動さ
せることができる走行体とを備えており、
　前記表示部が前記Ｙ方向レールに配置されている
　ことを特徴とする請求項５に記載の移動装置。
【請求項７】
　前記Ｘ方向レールが平行に配置される一対のレールを備え、前記表示部が前記一対のレ
ール間の位置に配置されている
　ことを特徴とする請求項６に記載の移動装置。
【請求項８】
　前記駆動装置の制御部と、前記操作装置とが非接触で送受信可能に構成されている
　ことを特徴とする請求項４ないし７のいずれかに記載の移動装置。
【請求項９】
　前記第１の筐体には少なくとも前記走行体による物体のＺ方向の移動を指示するための
ボタンが設けられており、前記第２の筐体には、前記相対的回動を検出する回動検出部と
、該回動検出部からの出力信号及び前記ボタンの操作に基づく信号を処理するための回路
基板と、が設けられている
　ことを特徴とする請求項６又は７に記載の移動装置。
【請求項１０】
　前記第１の筐体には少なくとも前記走行体による物体のＺ方向の移動を指示するための
ボタンと該ボタンの操作に基づく信号を第２の筐体側に出力するための信号線の本数を減
じるために、前記信号を処理する第１の回路基板とが設けられており、
　前記第２の筐体には、前記相対的回動を検出する回動検出部と、該回動検出部からの出
力信号及び前記第１の回路基板からの出力信号を処理するための第２の回路基板と、前記
第１の回路基板からの出力信号を前記第２の回路基板に伝達する接続用部材とが設けられ
ている
　ことを特徴とする請求項６又は７に記載の移動装置。
【請求項１１】
　前記操作装置とは非接触で離間した場所に設けられ、前記操作装置の特定の位置及び／
又は方向に適合させた参照信号を生成する生成手段と、該生成手段により生成される参照
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信号を受けて、前記操作装置が前記特定の位置及び／又は方向となった際に基準位置及び
／又は基準方向の調整を行う基準位置調整部を備える
　ことを特徴とする請求項４ないし１０のいずれかに記載の移動装置。
【請求項１２】
　前記操作装置には、互いに所定距離をおいて配置され、それぞれが参照信号を生成する
複数個の信号生成手段が設けられており、
　前記操作装置とは非接触で離間した場所に互いに距離をおいて配置され、それぞれが前
記参照信号を検出する３個以上の受信部と、各受信部からの検出信号に基づいて前記操作
装置の位置及び／又は方向を演算する演算部とを有する基準位置構成部を備える
　ことを特徴とする請求項４ないし１０のいずれかに記載の移動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、操作者が物体の移動に利用される駆動装置の動作を操作することができる操
作装置及びその操作装置を備える移動装置に関し、より詳しくは、操作者が第１の装置要
素の筐体と第２の装置要素の筐体との間の相対的回動の回動量を変更することにより、物
体の移動に利用される駆動装置の動作する方向等を操作することができる操作装置及びそ
の操作装置を備える移動装置に関する。
　なお、本発明において操作装置を持って駆動装置の動作を操作する者を「操作者」とい
う。また、本発明において、操作者の周囲（操作者が操作装置を操作する場合における操
作作業の範囲内、操作者が操作装置を操作することにより物体が移動する場合における当
該物体の移動範囲内及び操作者が操作装置を操作することにより操作者以外の人間に危険
が及ぶか又は及ぶおそれがある場合における当該人間が居る範囲を含む）に居る人間のう
ち少なくとも一部を操作者の「周囲の人間」という。
【背景技術】
【０００２】
　操作者が物体の移動に利用される駆動装置の動作を指示するための操作装置の例として
、操作者が、回動接続部を介して接続された長尺部材と筐体との間の相対的回動の回動量
を変更することにより、物体の移動に利用される駆動装置の動作を指示することができる
操作装置が知られている（特許文献１）。
【０００３】
　上記のような操作装置又はそれを備える移動装置において、操作装置の筐体を手に持ち
、物体の移動を操作する操作者が目視可能な場所（たとえば操作者が手元を一瞥したとき
に視界に入る操作装置の筐体）に、筐体が向いている方向、従って操作者が選択した物体
の移動方向を表示する表示部を備える例が知られている（特許文献２）。この例では、操
作者の周囲の人間が視認又は目視できる場所（例えば操作者が移動する物体を眺めたとき
に視界に入る天井、壁面等など）に表示部を設置すれば、その周囲の人間も物体の移動方
向を察知することができ、危険回避ができるとされている。また、その表示部の典型例は
、筐体が向いている方向を文字、記号、数字、矢印、色の種類や濃淡、光の点滅などで表
示する電光掲示板や方向指示器であるが、特に制限はないとされている（特許文献２の段
落００８２乃至００８４，段落０２２６，０２６８参照）
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－３９２３２
【特許文献２】ＷＯ２００８／０９９６１１　Ａ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　後者の従来例（特許文献２）には、操作者が手元を一瞥したときに視界に入る操作装置
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の筐体に当該筐体が向いている方向を表示する表示部を設けること、及び、操作者の周囲
の人間が視認できる操作装置の筐体以外の場所に物体の移動方向を表示する表示部を設け
ることが開示されている。
　しかし、その開示内容は具体的なものとはいえず、各表示部を眺める操作者及びその周
囲の人間の立ち位置、姿勢、行動等を考慮した構成や、コンパクトに形成したり、操作精
度を高めるための操作装置やそれを備える移動装置の具体的構成についての教示や示唆を
与える記載は見あたらない。
【０００６】
　また、後者の従来例には操作装置の筐体に表示部を設けることが開示されているとはい
え、そこに具体的に記載されている表示部は、筐体の向きに対応するエンコーダからの角
度情報に基づき筐体が向いている方向や物体の移動方向を演算して表示するものとされて
いる（特許文献２の段落０２６６、０２６８及び図２４参照）。
　この場合、当該演算を行うための電気信号処理装置の存在を前提としている分だけ操作
装置の構成（特に操作装置の筐体内に収容される電気回路）が複雑にならざるを得ず、筐
体の大型化を招き、操作者にとって使い勝手が良くないものとなる。筐体を小型化するに
は、操作装置の構成に格段の工夫が必要になってくる。
【０００７】
　本発明は、以上を背景としてなされたものであり、操作装置の操作者が扱いやすいよう
に又はコンパクトに形成することができると共に、精度よく操作指示を出すことができ、
同時にクレーン等の物体の移動に用いられる駆動装置の動作を手元で容易に確認できる操
作装置及びその操作装置を備える移動装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る操作装置は、第１の筐体と第２の筐体との間の相対的回動の回動量又は回
動方向を変更することにより、物体の移動に利用される駆動装置の動作を遠隔操作により
指示することができる操作装置であって、前記第１の筐体と前記第２の筐体とは、前記相
対的回動における回動軸に沿って隣接するように配置されており、
　前記第１の筐体及び／又は、前記第２の筐体は、前記相対的回動の回動軸周りに沿って
、前記相対的回動の回動量又は回動方向に関する情報を操作者が目視できる態様で標示す
る標示部を備えており、前記標示部は、前記第１の筐体の外表面のうち、前記第２の筐体
側の端部の近傍、及び／又は、前記第２の筐体の外表面のうち、前記第１の筐体側の端部
の近傍に配置されていることを特徴とする。
【０００９】
　この操作装置においては、第１の筐体が第２の筐体に対して相対的回動が可能に構成さ
れているので、操作者が例えば第１の筐体を手にして操作を行う際、操作者の立ち位置、
操作姿勢或いは操作行為により第１の筐体と第２の筐体との間にねじり力が加わっても、
第２の筐体に対する第１の筐体の配向は変わるものの操作者に対する第１の筐体の配向は
変わらないで済む。それ故、この操作装置は、操作者にとって扱い易いものとなる。また
、操作者にとっては第１の筐体のみを手にして操作すればよいので、操作に直接関係する
部品（例えば操作用スイッチ）は第１の筐体に、そうでない部品（例えば信号処理のため
の回路基板や前記相対的回動を検出するための電子機器）は極力第２の筐体に配置するよ
うに設計することができるので実質的にコンパクトにできる。もしくは、二つの筐体間で
重量バランスが良好な造りを実現することができる。
　しかも、この操作装置においては、第１の筐体及び／又は第２の筐体に前記相対的回動
の程度又は回動した方向に関する情報を操作者が目視できる態様で標示する標示部を形成
しているので、操作者は、その標示部に標示される情報を目視することにより、操作者自
身が行った操作の量や方向、別の見方をすれば自身の立ち位置、操作姿勢或いは操作行為
を認識することができる。これにより、操作者は、物体の移動に用いられる駆動装置の動
作、或いは当該物体や当該駆動装置と自己との位置関係や距離感覚、場合によっては更に
自分以外の人間（周囲の人間）や自分を取り巻く環境内にあるその他の機器、装置その他
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の物品と自身との位置関係や距離感覚を手元で容易に確認又は予測することができ、同時
に精度よく操作指示を出すことができ、操作をより安全に行うことができるようになる。
総じて、この操作装置を用いれば、操作者は、迅速・確実、且つ安全に作業を行うことが
できる。
【００１０】
　以上により、本発明によれば、操作者が扱いやすいように又はコンパクトに形成するこ
とができると共に、精度よく操作指示を出すことができ、同時に物体の移動に用いられる
駆動装置の動作を手元で容易に確認又は予測することができ、ひいては操作者が迅速・確
実、且つ安全に作業を行うことができる操作装置を提供することができる。
　なお、本発明で「回動」とは「回転」よりも広義に用いられ、「正逆に」回転すること
と同じ意味である。
【００１１】
　本発明に係る操作装置では、好ましくは、（１）第１の筐体及び第２の筐体が、前記標
示部が設けられている場所又はその近傍において、前記相対的回動の回転軸周りで略同径
又は前記相対的回動の回転軸に垂直な断面がいずれも略円形とする。
　また、（２）第１の筐体及び第２の筐体が、前記相対的回動の回転軸に沿って互いに近
接し、その近接位置又はその近傍において、前記相対的回動の回転軸周りで略同径又は前
記相対的回動の回転軸に垂直な断面がいずれも略円形とし、第１の筐体及び／又は第２の
筐体に前記標示部を備える構成にする。
　また、（３）第１の筐体及び第２の筐体が、それぞれが有する前記相対的回動の回動軸
に垂直な表面が互いに近接して対面するとともに、それぞれがその対面位置及びその近傍
においてそれぞれ略同径の略円柱状とする。
　更に、（４）第１の筐体及び第２の筐体のうち少なくとも一方の表面のうち、前記対面
位置及びその近傍における前記相対的回動の回動軸周りの少なくとも一部の範囲に、前記
相対的回動の程度又はその程度に関する情報を操作者が目視できる態様で標示する標示部
を備える構成にする。
【００１２】
　上記（１）の構成では、第１の筐体及び第２の筐体が、少なくとも標示部がある場所及
びその近傍において、前記相対的回動の回転軸周りで略同径又は前記相対的回動の回転軸
に垂直な断面がいずれも略円形であるのに対して、上記（２）の構成では、第１の筐体及
び第２の筐体が、標示部がある場所及びその近傍であると否とに拘わらず、少なくとも前
記相対的回動の回転軸に沿って互いに近接する位置又はその近傍において、前記相対的回
動の回転軸周りで略同径又は前記相対的回動の回転軸に垂直な断面がいずれも略円形であ
るという点で異なるものの、いずれの構成であれ、前記相対的回動の回転軸周りで略同径
であれば両筐体を相対的に回動させても、一方の筐体が他方の筐体の表面に影を作ること
はなく、また、前記相対的回動の回転軸に垂直な断面がいずれも略円形であれば回動によ
り筐体の表面に影を作ることがあっても影は均一であり、影の濃淡や長短が生じないので
、当該他方の筐体表面に配置する標示部が標示する情報が読みにくくなるような事態は生
じない又は生じにくくなる。
　なお、上記（１）の構成よりも上記（２）の構成の方が製造し易いという違いがある。
また、第１の筐体と第２の筐体とが制限された範囲内で相対的に回動するように設計する
場合には、上記（１）及び（２）のいずれの構成であってもよいが、上記（２）の構成で
する必要はなく、上記（１）の構成で足りる。
【００１３】
　また、上記（３）の構成により、両筐体を相対的に回動させても、一方の筐体が他方の
筐体の表面に影を作ることはなくなり、当該他方の筐体表面に配置する標示部が標示する
情報が読みにくくなるような事態は生じない。
　さらに、上記（４）の構成により、第１の筐体及び第２の筐体のうち一方に設けられた
標示部による標示が、近接して対面する他方の筐体の相対的回動により視覚的に強調され
るので、その相対的回動の程度又はその程度に関する情報を操作者が目視又は視認し易く
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なり、見落としもなくなる。それ故、本発明によれば、上記の問題の発生が防止又は低減
されるので、操作者は迅速・確実、且つ安全に作業を行うことができるようになる。
　なお、第１の筐体及び第２の筐体の両方に標示部が設けられていた方が、近接して対面
する他方の筐体の相対的回動による視覚的強調の効果は大きいので、好ましい。
【００１４】
　次に、本発明に係る移動装置は、　物体の移動に利用される駆動装置と、第１の筐体と
第２の筐体との間の相対的回動の回動量又は回動方向を変更することにより、前記物体の
移動に利用される駆動装置の動作を指示する操作装置とを備える移動装置であって、前記
第１の筐体及び／又は前記第２の筐体には、前記相対的回動の回動軸周りに沿って、前記
相対的回動の回動量又は回動方向に関する情報を操作者が目視できる態様で標示する標示
部を備え、さらに、操作者の視界に入る領域のうち前記操作装置を除く場所に、前記相対
的回動の回動量若しくは回動方向に関する情報又は前記物体の進行方向を表示する表示部
を備え、前記表示部による表示の少なくとも一部は、前記第１の筐体の前記標示部による
標示の変化に同期して変化する構成としたことを特徴とする。
【００１５】
　この移動装置は、操作者の視界に入る領域のうち前記操作装置を除く場所に、前記相対
的回動の回動量若しくは回動方向に関する情報又は前記物体の進行方向を表示する表示部
を備えている。すると、操作者のみならず、その周囲の人間も表示部に表示される情報を
目視することができ、従って物体の移動に用いられる駆動装置の動作、或いは当該物体や
当該駆動装置と各自との位置関係や距離感覚、場合によっては更に各自以外の人間や各自
を取り巻く環境内にあるその他の機器、装置その他の物品と自身との位置関係や距離感覚
を容易に確認又は予測することができるようになるので、操作者及びその周囲の人間は、
それぞれの作業を安全に行うことができる。
　また、この移動装置は、本発明に係る操作装置と同様の操作装置を備えている。この操
作装置を用いれば、既に説明した理由により、操作者は、迅速・確実、且つ安全に作業を
行うことができる。
　このような移動装置を用いれば、操作者は、効率的に作業を行うことができるし、その
周囲の人間も安心して効率的に各自の作業を行うことができる。
　従って、本発明によれば、操作装置の操作者が迅速・確実、且つ安全に作業を行うこと
ができ、同時に操作者及びその周囲の人間がそれぞれの作業を安全に（特に操作者におい
ては、その周囲の人間に危険を及ぼすことなく）、ひいては効率的に行うことができる移
動装置を提供することができる。
【００１６】
　なお、本発明において「標示部」と「表示部」とは区別される。
　本発明における「表示部」は、操作者が操作装置を用いて駆動装置の動作を操作して物
体を移動させる場合において、当該操作装置の筐体以外の場所に設置され、当該物体の移
動方向に関する情報を、必要があれば他の情報とともに、操作者やその周囲の人間が目視
又は視認できる態様で操作者及び／又は周囲の人間に対して当該情報を伝達するための手
段をいう。第２の従来例における表示部は、本発明における「表示部」に該当する。
　これに対して、本発明における「標示部」は、操作者が操作装置を用いて駆動装置の動
作を操作して物体を移動させる場合において、当該操作装置の筐体に設置され、当該筐体
が向いている方向に関する情報を、必要があれば他の情報とともに、操作者が目視又は視
認できる態様で操作者に対して当該情報を伝達するための手段をいう。
　本発明において「標示部」と「表示部」とが区別されるのと同様に、「標示」と「表示
」とは区別される。
　因みに、たとえば、刻印、印刷、表面加工、表面処理、発光素子の据え付け等の手法を
適用することにより、伝達すべき情報として形成した文字、記号、数字、矢印、目盛、図
形、色の種類や濃淡、光の点滅などが、操作装置の筐体の外表面のうち操作者が操作作業
中に容易に視認できる適当箇所に取り付けた場合、その取り付けによる情報伝達は「標示
」に該当する。
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【００１７】
　本発明に係る移動装置が備える操作装置は、好ましくは、上記（１）ないし（４）のい
ずれかの構成にすることができ、これにより、既述の各構成に対応した効果を得ることが
できる。
【００１８】
　また、本発明に係る移動装置は、物体の移動に利用される駆動装置と、前記物体の移動
に利用される駆動装置の動作を指示する操作装置とを備える移動装置であって、前記駆動
装置の制御部と、前記操作装置とが電波信号または光信号により非接触で送受信可能に構
成されており、さらに、操作者の視界に入る領域のうち前記操作装置を除く場所に、前記
物体の進行方向を表示する表示部を備えていることを特徴とする。
　この構成によれば、前記操作装置と前記駆動装置との間の信号のやりとりが作業空間内
を移動する物体、作業空間内の設置物、人の往来などにより邪魔されることなく、ケーブ
ルの複雑な取り回し等が不要となる。また、クレーン等の移動装置に近接して操作者の周
囲の人間は、表示部に表示される情報により物体の移動方向や駆動装置の挙動を容易に認
識もしくは予測することできるので、迅速・確実、且つ安全に作業を行うことができる。
【００１９】
　本発明に係る移動装置の好ましい形態では、前記駆動装置は、操作者の視界上方のＸ方
向に配置されるＸ方向レールと、Ｘ方向に垂直なＹ方向に配置されるとともに前記Ｘ方向
レールに沿って移動するＹ方向レールと、該Ｙ方向レールに沿って移動するとともにＸ及
びＹの両方向に垂直なＺ方向に物体を移動させることができる走行体とを備えており、前
記表示部が前記Ｙ方向レールに配置されている。
　この形態の構成によれば、前記表示部が作業空間内の高い位置に配置するので、作業空
間内を移動する物体、作業空間内の設置物などにより、前記表示部を眺める操作者及び／
又は周囲の人間の視界が遮られることがないので、作業員は迅速・確実、且つ安全にそれ
ぞれの作業を行うことができる。
【００２０】
　その場合、前記Ｘ方向レールは平行に配置される一対のレールを備えており、前記表示
部は前記一対のレール間の位置に配置されていてもよい。
　この構成によれば、前記表示部が前記一対のレール間の位置に配置されていると、操作
者及び／又は周囲の人間は、表示部が最も高い位置にあるから作業空間内の荷物や配置物
等に遮蔽されにくく、かつ、前記走行体の近傍において、しかも作業空間のほぼいずれの
位置においても、該走行体の走行する方向を容易に確認することができる。
【００２１】
　本発明に係る移動装置の別の好ましい形態では、前記第１の筐体には少なくとも前記走
行体による物体のＺ方向の移動を指示するためのボタンが設けられており、前記第２の筐
体には、前記相対的回動を検出する回動検出部と、該回動検出部からの出力信号及び前記
ボタンの操作に基づく信号を処理するための回路基板と、前記第１の回路基板からの出力
信号を前記回路基板に伝達する接続用部材とが設けられている。
　この形態の構成によれば、操作者は第１の筐体のみを手にして操作すればよいので、操
作に直接関係する部品（ボタン）は第１の筐体に、そうでない部品（少なくとも、前記相
対的回動を検出する回動検出部と、該回動検出部からの出力信号及び前記ボタンの操作に
基づく信号を処理するための回路基板と、前記第１の回路基板からの出力信号を前記回路
基板に伝達する接続用部材）は極力第２の筐体に配置するように設計することができるの
で、実質的にコンパクトな又は二つの筐体間で重量分配が適切になされた造りの操作装置
及びこれを備える移動装置を提供することができる。
【００２２】
　また、第１の筐体に設置されるボタンが防塵構造若しくは防水構造又は多段式のスイッ
チである場合には、当該スイッチが占める空間は通常のスイッチに比して大きくなり、限
られた筐体の空間内に設置することが難しくなってくる。しかし、操作者による操作に直
接関係しない部品が第２の筐体に設置されるので、第１の筐体に空間的な余裕を作り出す
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ことができる。それ故、この形態の構成によれば、占有空間の大きなスイッチであっても
第１の筐体に設けることができるので、防塵性や防水性の高い又は高機能なボタン操作が
可能な操作装置及びこれを備える移動装置を提供することができる。
　更に、操作者が保持して操作をしない第２の筐体側に振動や衝撃に弱い部品を内蔵する
ようにしているので、操作や保持の際などに、不用意に衝撃を受けやすい第１の筐体内に
当該部品の少なくとも一部を収容する場合と比べると、外部からの振動や衝撃を受けても
故障や不具合が生じにくい操作装置になる。また、この操作装置は、第２の筐体だけを取
り外してこれら内蔵されている部品の故障や不具合を修理したり、必要な部品交換したり
することができるので、保守性にも優れている。従って、この構成によれば、故障や不具
合が比較的生じにくく、保守しやすい操作装置及びこれを備える移動装置を提供すること
ができる。
【００２３】
　本発明に係る移動装置の更に別の好ましい形態では、第１の筐体及び／又は第２の筐体
の外表面の少なくとも一部に、衝撃低減部材を備えている。この構成によれば、外部から
の振動や衝撃を受けても故障や不具合が生じにくい操作装置及びこれを備える移動装置を
提供することができる。
　なお、衝撃低減部材とは、第１の筐体及び／又は第２の筐体に外部から加わる衝撃や振
動により、第１の筐体及び／又は第２の筐体の内部に設置された電子部品に悪影響が及ぶ
事態を起こりにくくする機能を有する部材をいう。その機能を有する部材である限り、そ
の名称は問わず、故に、耐衝撃部材、衝撃吸収材、振動吸収部材、振動低減部材なども、
衝撃低減部材に該当する。
【００２４】
　本発明に係る移動装置の更に別の好ましい形態では、前記第１の筐体には少なくとも前
記走行体による物体のＺ方向の移動を指示するためのボタンと該ボタンの操作に基づく信
号を第２の筐体側に出力するための信号線の本数を減じるために、当該信号を処理する第
１の回路基板とが設けられており、前記第２の筐体には、前記相対的回動を検出する回動
検出部と、該回動検出部からの出力信号及び前記第１の回路基板からの出力信号を処理す
るための第２の回路基板と、前記第１の回路基板からの出力信号を前記第２の回路基板に
伝達する接続用部材とが設けられている。
　この形態の構成によれば、第１の筐体に設けられたボタンの操作に基づく信号を第２の
筐体側に出力する際、第１の回路基板による信号処理により、第１の筐体側から第２の筐
体側に引き回される信号線の本数を低減することができるので、その分、第２の筐体に設
置される接続用部材をより小型にすることができる、又は、同じ接続用部材であっても、
第１の筐体側から第２の筐体側へより多くの信号を伝達することできる。従って、信号数
が多くてもその割にコンパクトな操作装置及びこれを備える移動装置を提供することがで
きる。操作装置の高機能化が求められる場合、信号数は往々にして増加しがちであるので
、この利点は特に有益である。
【００２５】
　前記第１の筐体には、非常停止を指示するための非常停止スイッチが設けられていても
よい。
　この構成によれば、操作装置を操作している際に操作者が何らかの危険を察知したとき
に、迅速に装置を停止し安全を図ることができる。また、第１の筐体に非常停止スイッチ
を設けた結果、第２の筐体側へ出力すべき信号の数が増えても、第１の回路基板による信
号処理により、第１の筐体側から第２の筐体側に引き回される信号線の本数を低減するこ
とができるので、安全な操作装置を無理なく設計し、構成することができる。
【００２６】
　本発明に係る移動装置の更に別の好ましい形態では、前記第１の筐体を操作者が保持し
たとき操作者の側とは反対側に位置する、前記第１の筐体及び／又は前記第２の筐体の面
に、操作者により指示された前記駆動装置の動作の方向を報知するための報知部を備えて
いる。
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　この形態の構成によれば、操作者自身にあっては、自己が操作する際に前記走行体が向
かう方向をあらためて報知されるので、報知内容を確認しながら安心して安全な操作を行
うことができるとともに、前記走行体や前記走行体による物体の移動方向の先や周囲にい
る人間（操作者の周囲の人間）に注意を払うことができるので、事故の発生を未然に防ぐ
ことができる。また、その周囲の人間にあっては、表示部による表示を確認せずとも報知
部の報知により前記走行体の向かう方向、即ち移動される物体が向かう方向を知ることが
でき、前記走行体や物体の接近による身の危険を早期に察知することができる。
【００２７】
　前記報知部は、操作者により指示された前記駆動装置の動作の方向を照らすための照明
装置であってもよい。
　この構成によれば、操作装置から照射される光により、操作者が操作装置により指示し
た前記走行体や前記走行体による物体の移動方向が照らし出されるので、操作者及び周囲
の人間は当該移動方向を視覚的に又は直感的に認識できる。
【００２８】
　本発明に係る移動装置の更に別の好ましい形態では、前記操作装置とは非接触で離間し
た位置に設けられ、前記操作装置の特定の位置及び／又は方向に適合させた参照信号を生
成する生成手段と、該生成手段により生成される参照信号を受けて、前記操作装置が前記
特定の位置及び／又は方向となった際に基準位置及び／又は基準方向の調整を行う基準位
置調整部を備えている。
【００２９】
　操作装置が、該操作装置により指令を受ける駆動装置の制御部側から非接触で離れた場
所にある場合、操作装置がそれ自体の位置を、ジャイロなどの位置検知手段により自立的
に検出し、検出された位置に関する情報に基づいて前記制御部に対して移動指示の指令を
無線又は有線により出力することになる。しかしながら、操作者が操作装置を持ち歩きな
がら操作していると、当該位置検出手段による検知される操作装置の位置に関する情報に
誤差が累積し、前記制御部による移動指示が不正確になる場合がある。これに対して、上
記の形態の構成によれば、操作装置の特定の位置及び／又は方向に適合させた参照信号を
外部から受け取るようにし、当該参照信号に基づき操作装置の基準位置及び／又は基準方
向を調整するので、操作装置の位置に関する情報に誤差が累積しても定期的又は不定期に
その誤差を解消することができ、前記制御部による移動指示の正確性を維持することがで
きる。
【００３０】
　本発明に係る移動装置の更に別の好ましい形態では、前記操作装置には、互いに所定距
離をおいて配置され、それぞれが参照信号を生成する複数個の生成手段が設けられており
、前記操作装置とは非接触で離間した位置に互いに距離をおいて配置され、それぞれが前
記参照信号を検出する３個以上の受信部と、各受信部からの検出信号に基づいて前記操作
装置の位置及び／又は方向を演算する演算部とを有する基準位置構成部を備えている。
　この形態の構成によれば、操作装置の外面から複数の参照信号を出し、当該参照信号を
前記操作装置とは非接触で離間した位置であって、互いに離れた３個以上の受信部と各受
信部が検出した検出した検出信号に基づいて、前記演算部により、前記操作装置の位置及
び／又は方向を求め基準位置調整を行うので、移動指示情報に誤差が生じないようにする
ことができるので、既述の問題、即ち、操作者が操作装置を操作者が保持して持ち歩きな
がら操作していると、ジャイロなどの位置検出手段による検知される操作装置の位置に関
する情報に誤差が累積し、前記制御部による移動指示が不正確になる場合があるという問
題の発生を防止することができる。
【００３１】
　更に、本発明に係る移動装置は、第１の筐体と第２の筐体との間の相対的回動の回動量
又は回動方向を変更することにより、物体の移動に利用される駆動装置の動作方向を操作
することができる操作装置であって、前記第１の筐体と前記第２の筐体は垂直な回動軸に
沿って内部に信号ケーブルを挿通した管状部材で繋がれており、前記第２の筐体は前記駆



(10) JP 5964554 B2 2016.8.3

10

20

30

40

50

動装置の一部として上方に配置された走行体に設けられており、前記第１の筐体は、前記
第２の筐体に対して相対的に回動自在とされており、前記第１の筐体には、前記相対的回
動の回動軸周りに沿って、前記相対的回動の回動量又は回動方向に関する情報を操作者が
目視できる態様で標示する標示部を備えていることを特徴とする。
【００３２】
　この移動装置においては、第２の筐体が第１の筐体から離れて上方に配置され、操作者
が保持して操作するのは第１の筐体だけとなるので、操作装置は、操作者が操作する操作
装置は実質的に第１の筐体に相当するものとなる。これにより、操作者が実質的に操作す
る操作装置をコンパクトに形成することができ、軽量で扱いやすいものにすることができ
る。また、第１の筐体を手にする操作者の視界に第２の筐体が入らない又は入りにくくな
るので、軽量化の効果と相まって操作性がより向上がする。更に、第２の筐体は、第１の
筐体に外部から加わる振動や衝撃の影響が及びにくい、或いは外部から加わる振動や衝撃
が加わりにくい上方の場所に配置しているので、当該操作装置は、故障や不具合が生じに
くく、長期の使用に耐えうるものとなる。
【００３３】
　また、この移載装置においては、第１の筐体及び／又は第２の筐体に前記相対的回動の
程度又は回動した方向に関する情報を操作者が目視できる態様で標示する標示部を形成し
ているので、操作者は、その標示部に標示される情報を目視することにより、操作者自身
が行った操作の量や方向、別の見方をすれば自身の立ち位置、操作姿勢或いは操作行為を
認識することができる。これにより、操作者は、物体の移動に用いられる駆動装置の動作
、或いは当該物体や当該駆動装置と自己との位置関係や距離感覚、場合によっては更に周
囲の人間や自分を取り巻く環境内にあるその他の機器、装置その他の物品と自身との位置
関係や距離感覚を手元で容易に確認又は予測することができ、同時に精度よく操作指示を
出すことができ、操作をより安全に行うことができるようになる。
【００３４】
　なお、上記の構成、即ち第２の筐体が第１の筐体から離れて上方に配置されることは、
第２の筐体に外部からの衝撃に比較的弱い部品（例えば、（例えば信号処理のための回路
基板や前記相対的回動を検出するための電子機器）を偏在させる場合に、特に有益である
。第１の筐体に外部から加わる振動や衝撃の影響が第２の筐体に及びにくくなり、故障や
不具合が生じにくくなる効果が顕著になるからである。また、上記の構成は、操作装置の
耐衝撃性を高める手段を設ける際にも、第１の筐体にその手段を設ければ足りることにな
るので、操作装置の設計の自由度を高めることができるという点においても有益である。
【発明の効果】
【００３５】
　以上述べたように、本発明によれば、操作装置の操作者が扱いやすいように又はコンパ
クトに形成することができると共に、精度よく操作指示を出すことができ、同時にクレー
ン等の移動装置の移動方向を手元で容易に確認又はできる操作装置及びその操作装置を備
える移動装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンの全体構成を示す斜視図
である。
【図２】本発明の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンの昇降機としての巻上機
の構造を示す図である。
【図３】本発明の実施形態に係る操作装置の概略斜視図である。
【図４】本発明の実施形態に係る操作装置の縦断断面図である。
【図５】本発明の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンの電気的構成例を示すブ
ロック図である。
【図６】本発明の実施形態に係る移動装置に設ける表示部の構成例を示す概略正面図であ
る。
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【図７】本発明の実施形態に係る移動装置に設ける表示部の構成例を示す概略正面図であ
る。
【図８】本発明の実施形態に係る操作装置（第１の変形例）を示す概略側面図である。
【図９】本発明の実施形態に係る操作装置（第１の変形例）の筐体部分の第１の内部構成
例を示す部分拡大断面図である。
【図１０】本発明の実施形態に係る操作装置（第１の変形例）の筐体部分の第２の内部構
成例を示す部分拡大断面図である。
【図１１】本発明の実施形態に係る操作装置（第１の変形例）の筐体部分の第３の内部構
成例を示す部分拡大断面図である。
【図１２】本発明の実施形態に係る操作装置の電気的構成例を示すブロック図である。
【図１３】本発明の他の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンを無線により操作
する操作装置を用いた場合の電気的構成例を示すブロック図である。
【図１４】本発明の他の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンに用いる操作装置
の基準位置調整機構の概略構成例を示すブロック図である。
【図１５】本発明の他の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンに用いる操作装置
の基準位置調整機構の他の概略構成例を示すブロック図である。
【図１６】本発明の他の実施形態に係る操作装置の基準位置調整機構の構成を模式的に示
す図である。
【図１７】本発明の他の実施形態に係る操作装置の基準位置調整機構による基準位置調整
の手法の概略を示すタイムチャートである。
【図１８】本発明の他の実施形態に係る操作装置の基準位置調整機構による基準位置調整
の手法を実行する際の各構成部の処理を示すフローチャートである。
【図１９】本発明の他の実施形態に係る操作装置の基準位置調整機構の他の構成を模式的
に示す図である。
【図２０】本発明の他の実施形態に係る操作装置の基準位置調整機構の他の構成による基
準位置調整の手法を実行する際の各構成部の処理を示すフローチャートである。
【図２１】本発明の他の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンの全体構成を示す
斜視図である。
【図２２】本発明の他の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンに好適に使用され
る操作装置の筐体部分の内部構成例を示す部分拡大断面図である。
【図２３】本発明の他の実施形態に係る操作装置（第２の変形例）の概略斜視図である。
【図２４】本発明の他の実施形態に係る操作装置（第２の変形例）の概略側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　以下、この発明の好適な実施形態について添付図面を参照しながら詳細に説明する。そ
の際、必要に応じて図表を参照しつつ説明するが、各図表において同じ部分又は相当する
若しくは共通する部分にはこれと同じ符号を付し、一部の説明を省略する。尚、以下に述
べる実施形態は、本発明の好適な具体例であるから、技術的に好ましい種々の限定が付さ
れているが、本発明の範囲は、以下の説明において特に本発明を限定する旨の記載がない
限り、これらの態様に限られるものではない。
【００３８】
（第１の実施形態）
　図１は本発明の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンの全体構成を示す斜視図
である。図２は本発明の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンの昇降機としての
巻上機の構造を示す図である。
【００３９】
　図１に示されるように、本実施形態に係る移動装置としての天井クレーン１は、建物の
天井付近に所定の間隔をあけてＸ方向に平行に配置される少なくとも一対のＸ方向レール
である行レール２Ａ，２Ｂを有している。これらＸ方向レール２Ａ，２Ｂを介に対してそ
れぞれ車輪で接してＸ方向に走行する１対のサドル３Ａ，３Ｂが設けられている。サドル
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３Ａ，３Ｂの間には、Ｘ方向に対して垂直なＹ方向に配置されるＹ方向レールであるクレ
ーンガーダ４が設けられている。そして、該クレーンガーダ４に沿ってＹ方向に移動する
とともに前記ＸおよびＹの各方向に垂直なＺ方向に沿って、荷物等の昇降を行う巻き揚げ
機を備えた走行体５を有している。
　即ち、走行体５は走昇降機であり、走行体５に巻き上げられる支持ワイヤロープ６の先
端に移動体としてのフック７を固定して構成されている。
【００４０】
　このように、天井クレーン１は、走行レール２Ａ，２Ｂに対してほぼ垂直にクレーンガ
ーダ４を横架して、このクレーンガーダ４上を先端にフック７を有する走行体５が移動す
るように構成されているので、移動体としてのフック７を上下方向に移動させるＺ軸モー
タ、及び水平面内で移動させるＸ軸モータ及びＹ軸モータとを具備する三次元の移動機構
を中心とした本発明に係る移動装置として適している。
【００４１】
　走行体５からは、長尺部材としての撓みはするが捩れない通信ケーブル８が床面近傍ま
で垂下しており、通信ケーブル８の下端は通信ケーブル８に対して相対的に回動変位しな
い第２の筐体３０と該第２の筐体に対して回動可能な第１の筐体２０を有する操作装置で
あるリモートコントローラ（以下「リモコン」という場合がある）１０に接続されている
。
　ここで、撓みはするが捩れない通信ケーブル８は、撓みはするが捩れないケーブルチュ
ーブ内に通信線を内蔵してリモコン１０と電気的に接続されている。「撓みはするが捩れ
ないケーブルチューブ」としては、具体的にはＪＩＳ－Ｃ８３０９に規定される金属製可
とう電線管及び樹脂被覆金属製可とう電線管があり、例えば株式会社三桂製作所製の商品
名プリカチューブ或いは防水プリカチューブを用いることができる。
【００４２】
　図２に示されるように、走行体５はクレーンガーダ４を挟んで設けられた１対の車輪１
４を有しており、これらの車輪１４が横行用モータ（Ｙ軸モータ）１３で駆動されて回動
することによって、走行体５がクレーンガーダ４に沿って横行する。これらの横行ユニッ
トには支持部材１５によって巻上機本体１７が吊り下げ支持されており、巻上機本体１７
には支持ワイヤロープ６を巻き上げ、又は伸ばすための巻上用モータ（Ｚ軸モータ）１６
が取り付けられている。
【００４３】
　そして、図１に示されるクレーンガーダ４を両端で支持して走行レール２Ａ，２Ｂの上
を走行するサドル３Ａ，３Ｂには、それぞれ図示しない走行用車輪と走行用モータ（Ｘ軸
モータ）が設けられている。また、図２に示される巻上機本体１７には、これらのＸ軸モ
ータ、Ｙ軸モータ２７、Ｚ軸モータ２９を、リモコン１０の操作に応じて駆動させるため
のモータ駆動制御回路が内蔵されている。
【００４４】
　本実施形態では、操作者の視界に入る場所であって、リモコン１０の第１の筐体２０及
び第２の筐体３０の各表面を除く領域に、第１の筐体２０に対する第２の筐体３０の相対
的方向又は前記物体の進行方向を表示する表示部を備え、前記表示部による表示の少なく
とも一部は、後述する第１の筐体の前記標示部による標示の変化に同期して変化する構成
とされている。
　図１および図２では、表示部５０は方向表示装置として構成されており、走行体５がリ
モコン１０からの指令により走行する際に向かう方向をできるだけ大きな文字や記号で広
範囲に存在する人に視認させるものである。表示部５０の方向報知の手法には光や音、カ
ラー表示による色違いの表示、文字等が適宜選択される。
【００４５】
　表示部５０の設置場所は、広い範囲からの視認を可能とするために、天井その他の高い
場所とするのが好ましい。例えば、表示部５０を天井クレーンに適用する場合には、これ
をクレーンガーダ４の走行体５と衝突しない適当な場所に設置してもよい。表示部５０を
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クレーンガーダ４に設置するのであれば、クレーンガーダ４の長さ方向の中央部付近（走
行体５と衝突しない適当な場所に限る）に該クレーンガーダ４に設置するのがより好まし
い。クレーンガーダ４は走行体５の移動経路であるので、クレーンガーダ４に表示部５０
を設置すれば、走行体５の動きを注視する操作者やその周囲の人間は表示部５０を視認し
やすく、仮に一瞬視界から外れて見失っても速やかに在処を把握することができる。
　本実施形態では、図２から理解されるように、走行体５である巻上げ機本体１７の上面
に、ステー５１を固定し、該ステー５１に表示部５０を、その表示面５３を下に向けて取
り付けている。なお、符号５２は表示部５０の駆動回路である。
　表示部５０を広い施設内に設置された天井クレーンに適用する場合には、走行体５にこ
れを設置するより、即ちクレーンガーダ４に設置するのが好ましく、グレーンガータ４の
長さ方向の中央付近に固定するのがより好ましい。広い施設内で移動する走行体５ととも
に移動する表示部５０を眼で追い続けるのは危険であり、表示部５０を定位置に固定して
おく方が却って危険が少ないからである。
【００４６】
　なお、表示部５０は一つだけでなく、複数設けてもよい。例えば、もう一つの表示部５
０ａを設けて、これを天井クレーンとは離れた箇所にある図示しない管理室内に配置して
もよい。これにより、施設管理者も現在のクレーンの動きを知ることができ、管理上便利
である。
　また、複数の表示部５０は、管理室以外にも、工場の天井、工場の柱、工場の壁面等、
リモコン１０以外の外面以外のあらゆる場所、即ち、操作者の周囲の人間に視認され得る
あらゆる場所に設置可能である。
　さらに、表示部の表示内容は、形状や色だけでなく、これに替え、これに加えて、音声
でクレーンの走行体５の走行方向を知らせるガイド部３４を設けて操作者やその周囲の人
間の聴覚を通じてその情報を知らせるようにすることもできる。
　表示部５０の詳しい構成例は後述する。
【００４７】
　次に、本実施形態に係るリモコン１０の構造について、図３および図４を参照して説明
する。
　これらの図に示されているように、リモコン１０は、第１の筐体２０と第２の筐体３０
との間の相対的回動の回動量を変更することにより、物体（荷物等）の移動に利用される
駆動装置の動作方向を操作することができるようにされている。第２の筐体３０は通信ケ
ーブル８を介して駆動装置側に固定されている。これら第１の筐体２０と第２の筐体３０
は相対的に回動可能なように、互いに当接状態で接続されている。第１の筐体２０と第２
の筐体３０は、この実施形態では、後述するベアリング等により、それぞれ円筒形による
対面接続されて一体に接続されている。第１の筐体２０及び第２の筐体３０の表面であっ
て、これらの当接位置近傍における前記相対的回動の回動軸周りに沿って、該相対的回動
の程度（回動量）又は回動した方向（回動方向）に関する情報を操作者が目視できる態様
で標示する標示部４１を備えている
【００４８】
　標示手段４１は、この実施形態では、通信ケーブル８と一体で水平方向に回動変位する
ことのない第２の筐体３０の第１が、筐体２０と接する領域の外延に沿った細い帯状の領
域にて、少なくとも定間隔で記録配置された短い縦の線からなる目盛を含んで形成されて
いる。標示部４１は、この実施形態では、目盛および文字で形成されているが、必ずしも
文字を必要とせず、東西南北を記号化した幾何学模様等を記録してもよい。この実施形態
では、「漢字」で東西南北の各位置に対応する文字を記録しているが、英語の頭文字を取
って「ＥＷＳＮ」の各文字を漢字に替え、あるいは漢字に英文字を加えて記録してもよい
。
　操作者は、第１の筐体２０を把持して、手前に「南」の文字がある状態で後述する走行
ボタン２２を押すと、走行体５は「北」の方向に移動することになる。
　また、そうでなく、逆に操作者が視認した文字や記号が意味する方向自体へ移動させる
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ということが、操作実感の上で便宜であり、あるいは安全であるという認識のもとでは、
手前に「南」の文字がある状態で後述する走行ボタン２２を押すと、走行体５は「南」の
方向に移動するように設置することも可能である。
【００４９】
　図３および図４において、この実施形態では、リモコン１０の第１の筐体２０と、第２
の筐体３０は共に円筒型であり、それぞれ中空な内部に後述する必要な部品が収容できる
ようにされている。なお、筐体の形状は後述するように円筒型に限るものではなく、一方
もしくは円錐筒型等適宜の形態を採用することができる。
　第１の筐体２０は、第２の筐体３０よりも細い円筒とされ、操作者が握り保持し易い形
状とされている。第２の筐体３０は第１の筐体よりやや太い円筒形であり、収容部品のサ
イズが大きさに適した寸法とされている。
【００５０】
　第２筐体３０の両端部において、その外周には、それぞれリブ状もしくは短いフランジ
状に突出した幅広の凸状部でなる衝撃低減部材３６，３６を有している。衝撃低減部材３
６は、例えば、弾性樹脂などにより第２の筐体３０と二色成形されることにより形成され
ている。このため、リモコン１０が外部に存在するものに接触又は衝突しそうになっても
、保護部３６により接触又は衝突を回避する、或いは、接触又は衝突による衝撃を低減す
ることができる。これにより、リモコン１０の筐体の内部の構造（特に衝撃や振動に弱い
電子部品）のみならず、その外観も保護することができる。
【００５１】
　図４において、第２の筐体３０は、ケーブルチューブである通信ケーブル８とシャフト
３３を介して、該通信ケーブル８の回動方向に関しては実質的に不動である。第１の筐体
２０は、ベアリング３７により第２の筐体３０に対して矢印に示すように回動可能に接続
されている。さらに、第２の筐体３０と第１の筐体２０の径方向の中心に沿って後述する
管状部が貫通している。
　また、第２の筐体３０内には、後述する回動検出部としての例えばロータリエンコーダ
３５と、第１の筐体２０からの信号を中継して、走行装置の駆動制御装置側に伝えるため
の接続用部材としての例えばスリップリング３２とを有している。
　即ち、回動検出部は、第１の筐体２０の第２の筐体３０に対する相対的回動変位を検出
するものであり、そのような機能を発揮するものであれば、ロータリエンコーダ以外の手
段を用いてもよい。接続用部材は、第２の筐体３０内で、これに対して、相対的に回動変
位する第１の筐体２０側からの信号を接触状態で駆動制御装置側へ伝えることができれば
、スリップリング３２以外の手段を用いてもよい。
【００５２】
　第１の筐体２０の内部には、図示しない回路基板の回路に形成した接点に対応して、押
しボタン（スイッチ）２１，２２，２３，２４が形成されている。符号２１は、走行体５
（図１参照）を移動するための指令を出すための操作ボタンである。
　即ち、これら操作ボタンは、例えば、走行体５に指令を出して、巻上げ機を動作させて
、物体（荷物等）上昇させるための上昇ボタン２１と、走行ボタン２２と、下降ボタン２
３とを有している。さらに、これらのボタンに加えて、装置の非常停止スイッチ２４を備
えている。
　そして、これら各ボタンは、例えば、第１の筐体２０の一つの側面に縦方向に沿って一
列に並んで配置されている。特に本実施形態では、第１の筐体２０の一つの側面には、縦
方向に長い凹所が形成されており、該凹所２１ａに各ボタンが収容されることにより、第
１の筐体２０の外面に大きく突出ないしは露出することがない。このため、予期しないい
ずれかのボタンの接触による押下に基づく誤操作の事故が防止されている。非常停止ボタ
ン２４は、最下段で他のボタンよりも大きく形成されており、非常時に認識し易く、操作
し易いようになされている。また、第１の筐体２０の少なくとも上記ボタン類が形成され
ている箇所は防水シートやビニール等で被覆されることにより、防水・防塵構造にしてあ
る。
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【００５３】
　第１の筐体のボタンが配列されている反対の外面２１ｂには全体として太さ径が縮径さ
れた縮径部を設けており、これにより、第１の筐体を掴み易い又は把持し易いものにして
いる。
【００５４】
　また、リモコン１０には、その内部に第１の筐体２０方向判別手段としての回動検出部
としての光学式ロータリエンコーダ３５が設けられており、リモコン１０が基準となる方
向（本実施形態においては例えば、図１に示されるようにリモコン筐体１０がクレーンガ
ーダ４に対して３次元的に垂直に向いた方向）に対して、どちら側に何度回動したかを測
定して、この回動角度のデータを電気信号として通信ケーブル８に内蔵されている通信線
を通じて、巻上機本体１７に内蔵されているモータ駆動制御回路に伝達される。
【００５５】
　ここで、走行ボタン２２を軽く押すと、走行ボタン２２が軽く押されたという電気信号
は、接続用部材としての、例えばスリップリング３２を介して通信ケーブル８に内蔵され
ている通信線を通じ、巻上機本体１７に内蔵されているモータ駆動制御回路に伝達され、
モータ駆動制御回路の制御によってＸ軸モータ及び／又はＹ軸モータ２７が作動して、移
動体としてのフック７がリモコン筐体１０の方向、即ちリモコン筐体１０の正面と正反対
の方向へ水平移動する。
【００５６】
　このモータ駆動制御回路における制御について、図５を参照して説明する。
　図３ないし図５において、リモコン１０の第１の筐体２０には、走行ボタン２２、上昇
ボタン２１、下降ボタン２３、非常停止ボタン２４が設けられており、これらに必要とさ
れる回路基板（図示せず）等を収容している。また、第１筐体２０には、好ましくは、後
述する報知部または作業補助部が収容されており、本実施形態では、例えば照明部２０ａ
である。各ボタンや照明部は、通信ケーブル８に内蔵されている通信線を通じ、巻上機本
体１７に内蔵されているモータ駆動制御回路１８もしくはそのマイコン２５と接続されて
いる。
【００５７】
　図５において、符号１８はモータ制御回路、符号４２は、モータ制御回路とリモコン１
０、後述する表示部５０、通信ケーブル８等を含んで移動制御装置、符号４５は移動機構
を示している。
　リモコン１０の第２の筐体３０には、後で詳しく説明する操作者による操作による第１
の筐体２０の方向の判別手段としての回動検出部として、ロータリエンコーダ（光学式ロ
ータリエンコーダ）（後述）が内蔵されている。また、接続を維持して電気信号を伝達す
るための接続部として、例えばスリップリング３２とを収容しており、これらは通信ケー
ブル８に内蔵されている通信線を通じ、巻上機本体１７に内蔵されているモータ駆動制御
回路もしくはそのマイクロコンピュータ（以下、「マイコン」ともいう。）２５と接続さ
れている。
　さらに、そして、巻上機本体１７に内蔵されているモータ駆動制御回路１８は、マイコ
ン２５、インバータ及びコンタクタ２６を備えている。
【００５８】
　ここで、マイコン２５は、ＣＰＵ（中央処理装置）、ＲＯＭ、ＲＡＭ等のメモリ装置、
入出力（Ｉ／Ｏ）装置を具備しており、リモコン筐体１０から通信ケーブル８内の通信線
を通じて送信される電気信号を受信して必要な演算処理を行い、その処理結果を電気信号
としてインバータ及びコンタクタ２６に出力する。マイコン２５は、所謂ワンチップマイ
コンでも良いし、複数のチップ又は素子・部品から構成されるものでも良い。
　マイコン２０は、図１および図２で説明した表示部５０の駆動回路と接続されており、
後述するリモコン１０の操作結果に基づくそう後退５の走行方向を表示するようになって
いる。
【００５９】



(16) JP 5964554 B2 2016.8.3

10

20

30

40

50

　光学式ロータリエンコーダ３５は、図４において、リモコン１０の第１の筐体２０が、
ケーブル８に対して原位置からどちら側に何度回動したかを測定して、その測定値を電気
信号として通信ケーブル８内の通信線を通じてマイコン２５に送信する。そして、走行ボ
タン２２が押された場合には、所定の電気信号が通信ケーブル８内の通信線を通じてマイ
コン２５に送信され、マイコン２５はインバータ及びコンタクタ２６に制御信号を送信し
て、該インバータ及びコンタクタ２６は制御信号にしたがってＸ軸モータ２８及び／又は
Ｙ軸モータ２７に駆動電流を供給し、Ｘ軸モータ２８及び／又はＹ軸モータ２７を駆動さ
せて、走行体５を移動させることにより、これに付属するフック７をリモコン筐体１０が
向いている方向に移動させる。
　ここで、「インバータ及びコンタクタ」２６は、インバータだけを備えてもよいし、好
ましくは、インバータとコンダクタを両方備え、駆動対象の特性に応じて、マイコン２５
が指令を出してどちらかを選んで使用すると好ましい。
　インバータ２６およびマイコン２５を含むモータ駆動制御回路１８は、Ｘ軸モータ２８
、Ｙ軸モータ２７、Ｚ軸モータ２９の駆動を制御する。
　このように、モータ駆動制御回路備えることにより移動装置１の駆動制御装置４０が構
成されている。Ｘ軸モータ２８とＹ軸モータ２７とＺ軸モータ２９を備えることで移動機
構４５を構成し、これらは、リモコン１０を介して操作者により操作されるようになって
いる。
【００６０】
　ここで、インバータ２６を用いた場合には、Ｘ軸モータ２８及びＹ軸モータ２７に供給
する駆動電流の大きさを無段階で制御できるため、走行体５をリモコン筐体１０が向いて
いる方向に直線的に移動させることができるが、インバータに替えてコンタクタ２６を用
いた場合はＸ軸モータ２８及びＹ軸モータ２７に供給する駆動電流の大きさは常に一定値
になるため、走行体５のフック７の移動方向は走行レール２Ａ，２Ｂに平行な方向とクレ
ーンガーダ４に平行な方向、及びそれらの中間の方向の合計８方向にしか移動させること
ができない。したがって、走行体５のフック７は細かく見るとジグザグに走行してリモコ
ン筐体１０が向いている方向に移動することになる。
【００６１】
　なお、リモコン１０に設けられている上下スイッチとしての上昇ボタン２１及び下降ボ
タン２３が押された場合には、所定の電気信号が通信ケーブル８内の通信線を通じて、モ
ータ駆動制御回路１８と同じく巻上機本体１７に内蔵されているコンタクタ２６に伝達さ
れ、コンタクタ２６からＺ軸モータ２９に駆動電流が供給されて、上昇ボタン２１が押さ
れた場合にはＺ軸モータ２９が支持ケーブル６を巻き上げてフック７を上昇させるように
作動し、上昇スイッチ２３が押された場合にはＺ軸モータ２９が支持ケーブル６を伸ばし
てフック７を下降させるように作動する。
【００６２】
　図６、図７は、図１および図２で説明した表示部５０について説明する。
　表示部５０は、比較的大きく方向を表示できるものであれば、特定の技術手段に限定さ
れるものではないが、好ましくは、液晶表示装置、ＬＥＤ（発光ダイオード）を用いて矢
印表示等により光学的に方向を示す表示装置、ＥＬ、光電管などによるセグメントを利用
したものなど種々適用することができる。
【００６３】
　具体的には、図６の表示部５０－１や図７の表示部５０－２等に示すように、矢印によ
る方向表示と、符号５０－１ａ，５０－１ｂ，５０－２ａ，５０－２ｂのように、文字（
この場合、英語による「ＵＰ」と「ＤＯＷＮ」）による表示部分を組み合わせた表示手法
を採用することができる。
　例えば、リモココン１０からの信号が、マイコン２５を介して入力されると、例えば図
７の表示部５０－２では、方向が選択された段階の表示色（例えば青色）と、走行体５の
移動（巻上げ機の駆動を含む）が実行されている場合の表示色（例えば赤色）とを変えて
表示する。これにより、周囲に実際の移動タイミングを知らせて、段階的な注意喚起をす
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ることができる。
　また、例えば、リモコン１０からの指令により走行体５の移動等が指示された場合には
、矢印を点滅表示し、移動が実行に移されると矢印を点灯状態に変更表示するようにして
もよい。
【００６４】
　特に重要なのは、図５のマイコン２５の指示により、表示部５０による表示の少なくと
も一部、例えば、文字表示を除く方向表示は、図３で説明した第１の筐体２０の標示部４
１による標示の変化に同期して変化する構成とされている。
　これにより、操作者のリモコン１０の操作における操作者自身の認識と、表示部５０を
参照した操作者の周囲の人間が、走行体５の移動等の情報とが完全に一致し、操作者と周
囲の人間の認識の相違による現場の事故等が有効に防止される。
　特に、現場において、クレーンが大きな荷物等の搬送物を運んでいる場合などでは、現
場の低い位置においては、操作者の周囲の人間の視界が遮られることがあり、荷物の移動
方向が予測できずに危険な状態となる場合がある。
　しかしながら、表示部５０は既に説明したように、作業現場の最も高い位置に配置され
ることにより、操作者とその周囲の人間が荷物の移動方向等に関するリアルタイムで共有
することができ、危険回避の実効を図ることができる。
　また、特に図６の場合は、表示部の表示面が平面ではなく、下方に向かってドーム状の
突出湾曲面で構成されている。これにより、天井クレーンが設備された空間内のより広い
範囲において視認することを可能としている。
　さらに、図１に符号５０－３で示すように、Ｙ方向レール４の長さ方向の中間付近に表
示部を設けてもよい。
　これにより、作業エリアの最も広い範囲から操作者及びその周囲の人間が表示部５０－
３を視認することができ、安全性を向上し得る。
【００６５】
　以上の構成によれば、図１に記される天井クレーン１を操作する操作者は、まずリモコ
ン１０の上昇スイッチ２３を押してＺ軸モータ２９を作動させてフック７を下降させ、床
面に置かれている搬送物にフック７を掛け、上昇ボタン２１を押してＺ軸モータ２９を作
動させ、支持ワイヤロープ６を巻き上げて搬送物を水平方向の移動に支障のない高さまで
吊り上げる。続いて、搬送物を移動させたい方向にリモコン筐体１０を向けて、走行ボタ
ン２２を軽く押し、フック７に掛けられて移動する搬送物の移動方向を見ながらリモコン
筐体１０の向きを微調整することによって、所望の方向へ搬送物を平行移動させることが
できる。
【００６６】
　走行ボタン２２を押すのを止めると走行ボタン２２はばね力で戻って、走行体５のフッ
ク７は停止する。また、搬送物が所望の方向に移動しているのを確認したら、走行ボタン
２２を強く押し込むことによって走行ボタン２２は押し込んだ状態で保持され、以後リモ
コン筐体１０の方向の電気信号は伝達されなくなり、リモコン筐体１０の向きを変えても
走行体５のフック７の移動する方向は変化しない。
【００６７】
　このようにして、走行体５のフック７に吊り下げられた搬送物を所望の位置まで水平移
動させたら、走行ボタン２２を離して（軽く押し続けた場合）又は再度強く押し込んで（
走行ボタン２２を固定させた場合）走行ボタン２２を戻して走行体５のフック７を停止さ
せ、上昇スイッチ２３を押すことによって、Ｚ軸モータ２９がフック７を下降させる方向
に作動し、支持ワイヤロープ６が伸ばされて搬送物が自重で下降して所定の位置に降ろさ
れる。
【００６８】
　このように、本実施形態に係る天井クレーン１においては、主として、前記操作子とこ
れに必要とされる基板や手の動きに追従する回動軸などだけを収容してコンパクト化した
第１の筐体２０と、前記伝達のための手段を収容した第２の筐体３０を設けている。この
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第１の筐体と第２の筐体は、第１の筐体が回動操作可能な状態で当接状態で接続されるよ
うにし、操作部分をコンパクト化しつつ、必要な機能を発揮できる構成を得たものである
。
　このことから、操作者の操作行為により位置を変えることがない第２の筐体３０に相対
的回動の程度又は回動した方向に関する情報を操作者が目視できる態様で標示する標示部
４１を形成している。これにより、例えば、天井クレーン１等の設備において、走行体５
等の移動の方位等を示すことで、操作者に、常に目視により正しい方位を認識させること
がでる。操作者は、当該標示部４１を見ながら、第１の筐体２０側を動かすことで、常に
駆動方向を容易に確認及び意識させることができる。
　以上により、操作装置の操作者が扱いやすいようにコンパクトに形成することができる
と共に、精度よく操作指示を出すことができ、同時にクレーン等の移動装置に近接してそ
の周囲の人間が、移動装置の挙動を容易に認識もしくは予測することでき、迅速・確実、
且つ安全に作業を行うことができる。
【００６９】
　図８は、リモコンの好ましい変形例を示している。
　図８は第１の変形例であるリモコン１０－１の概略側面図である。この図第１の筐体２
０には、該第１の筐体２０を操作者が保持した際に、該第１の筐体２０の前記操作者と反
対の側に相当する面に、走行体５の動作の方向として操作指示された方向を報知するため
の報知部２０ａを備えている。
　本実施形態では、報知部２０ａはリモコン１０の操作者の作業補助手段としての機能を
発揮するもので、例えば、走行体５の走行していく方向に向かって、図示のように指向性
の光ビームを照射し、光スポットを形成する照明装置である。
　照明装置は、比較的パワーの大きいＬＥＤや、赤色レーザ光、バルブ球による照明光、
ハロゲンランプ、キセノンランプ等の強い光ビームを所定の光学系により集光するもの等
を用いることができる。
　これによって、操作者の周囲の人間にあっては、表示部５０による表示を確認しないで
も報知部２０ａの教示により走行体５の向かう方向、即ち荷物等が向かう方向を知ること
ができる。また、操作者自身にとっても、自己が操作する際に、走行部５が向かう方向を
あらためて報知されることで、報知内容を確認しながら安心して安全な操作を実現できる
。
【００７０】
　図９ないし図１１は、第１の筐体２０と第２の筐体３０の形態および内部構造について
の好ましいいくつかの形態を示すものである。なお、図１２は、第１の筐体２０と第２の
筐体３０の内部に収容された主要な電気的構造についてのブロック図である。
　先ず、リモコン１０の電気的構成について説明する。
　図１２において、図５と同一の符号を付した箇所は共通の構成であるから重複する説明
は省略する。
　第１の筐体２０には、各操作ボタン（符号２１，２２，２３，２４）と接続された回路
基板５５を収容しており、該回路基板５５には、操作ボタンに対応したマトリクス回路が
形成されていて、該回路基板を中継して、接続部材としてのスリップリング３２に信号が
入力されるようになっている。
　回路基板５５からの信号線は、スリップリング３２の回動軸６２とともにつれ回りする
管状部６０内を通り、該スリップリング３２と接続されている。管状部６０の回動は回動
検出部としてのロータリエンコーダ３５により検出されるようになっている。スリップリ
ング３２から延びる信号線６３は、信号処理回路（基板）５６を介して、信号ケーブル８
により、図５のマイコン２５に接続されている。
【００７１】
　図９において、第１の筐体２０は先端付近の内部において、第２の筐体３０の下端を貫
通して内部に向かって突出する管状部６０を備えており、該管状部６０は固定フランジ部
６４により、第１の筐体２０に固定されている。管状部６０は第１の筐体２０と第２の筐
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体３０の径寸法のほぼ中心位置を貫通している。管状部６０は、第２の筐体３０内では、
ベアリング３０により回動自在に支持されている。
【００７２】
　好ましくは、前記回動検出部がエンコーダであり、図９において、スリップリング３２
は、第２の筐体３０の内部に設置される外套部３２ａと、該外套部３２ａにより回転自在
に保持される回転軸部６２とを備えている。この回転軸部６２は、第１の筐体２０に対す
る第２の筐体３０の相対的回動における回転軸である管状部６０の仮想の中心軸と同軸に
配置し、しかも信号線６１からのリモコン操作に対応する信号を回転軸部側から外套部３
２ａ側に伝達するように構成されている。
　また、エンコーダは、ハウジング部３５ａと該ハウジング部３５ａにより回転自在（回
動自在）に保持される回転部６９とを備えている。この回転部６９は、管状部６０の長軸
とは同軸でなく且つ並行に配置されるとともに第２の筐体３０に対する管状部６０回転フ
ランジ６５とピニオン６７等により連動して回転するように構成されている。
【００７３】
　これにより、エンコーダ３５の回転部６９が、第１の筐体２０の一部として第２の筐体
３０の内部に向かって突出する管状部６０の長軸とは同軸でなく且つ並行に配置されると
ともに第２の筐体３０に対する当該管状部６０の相対的回動に連動して回転するように構
成されているので、エンコーダ３５の回転部６９を当該管状部６０の長軸と同軸に配置さ
せた場合に比べて、当該管状部６０の長軸方向の長さがより短い装置構成にすることがで
き、コンパクト化が可能になる。
【００７４】
　この構成のもとにおいて、図５で説明したように、好ましくは、第１の筐体２０内では
回路基板５５にマトリクス回路を採用している。
　このため、スリップリング３５が回転軸部６９側から外套部３５ａ側に伝達する信号の
配線の本数には限りがあるので、第１の筐体２０の一部として第２の筐体３０の内部に向
かって突出する管状部６０を通過させることができる配線の本数にも限りがある。
　したがって、第１の筐体２０に設置されている複数個のボタンの個数が多い場合には、
その分配線の本数が増える。このため、第１の筐体２０に設置される複数個のボタンを当
該管状部６０を通じて第２の筐体３０の内部に設置されるスリップリング３５の回転軸６
９側に接続することができなくなる。
　これに対し、上記構成のように、第１の筐体２０の内部に設置されたマトリクス回路に
より複数個のボタン（スイッチ）の配線の本数を減じることができるので、複数個のボタ
ンの個数が多い場合であっても、当該管状部６０を通じて、ボタンの操作に対応する信号
をスリップリング３５の回転軸部側へ伝達することが可能となる。
【００７５】
　また、図９においては、第１の筐体２０と第２の筐体３０が円柱状で、これら円柱の少
なくとも互いに近接する部分はほぼ同径とされて、この同径部分に図３で説明した標示部
４１が形成されている。しかも第１の筐体２０と第２の筐体３０の互いに対向する面２０
ａ，３０ａは、管状部６０の中心をとおる仮想の回動軸Ｃと垂直である。
　したがって、第１の筐体と第２の筐体の外径が図示のように、ほぼ同一であれば、標示
部４１が大きい方の径の陰になって視認しにくくなるということがない。
【００７６】
　図１０を参照する。
　この形態では、スリップリング３２の回転軸部が、前記外套部の第２の筐体側に突出す
る突出部を備えており、前記エンコーダの回転部が、前記突出部の回転に連動して回転す
るように構成されていることを特徴とする。
【００７７】
　上記構成によれば、スリップリングの回転軸部がその外套部３２ａの第２の筐体３０側
に突出する突出部６８を備えており、エンコーダ３５の回転部６９が当該突出部６８の回
転に連動して回転するようにリンク構成されている。
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　このような構成の場合、図１０に示すように、回転軸方向の長さがより短くなるように
装置構成を設計しようとする限り、エンコーダ３５の回転部６９の先端の方向（第２の筐
体３０側に突出する方向）とスリップリング３２の回転軸部６２の先端の方向（第１の筐
体２０側に突出する方向）とが逆向きに配置させることになるので、エンコーダ３５のハ
ウジング部３５ａとスリップリング３２の外套部３２ａとをより近接して、全体としてよ
りコンパクトに配置させることが可能になる。
【００７８】
　既に説明したように、リモコン１０においては、物体（荷物等）の移動を操作する操作
者の手元側に第１の筐体２０が配置し、長尺物（信号ケーブル８）の一端に第２の筐体３
０が接続している。
　このため、荷物等の物体の移動を操作する操作者の手元側に第１の筐体２０が配置し、
長尺物の一端に第２の筐体３０が接続している場合、当該一端のよりもさらに先に第１の
筐体２０が配置することになる。この配置状態の場合、先端に配置する第１の筐体２０に
より大きな衝撃や振動が外部から加わりやすく、電子部品への悪影響が懸念される。例え
ば、この状態で、操作者が手元の第１の筐体２０を手放すと、信号線ケーブル８に接続し
ている第２の筐体３０及びその先の第１の筐体２０が恰も振り子の錘のように振れて、周
囲に衝突して打撃を受けるおそれがあり、より先端に配置する第１の筐体２０ほどより大
きな打撃を受けることになる。
　これに対し、上記構成によれば、外部からの衝撃や振動に弱い電子部品、例えば、第１
の筐体２０に対する第２の筐体３０の相対的回動を検出するエンコーダ３５と、ボタンの
操作に対応する信号を第１の筐体２０側から第２の筐体３０側に伝達するスリップリング
３２の少なくとも一部が第２の筐体３０の内部に設置され、より先端側に配置する第１の
筐体２０の内部には設置されないので、外部からの衝撃等による電子部品への悪影響を防
止又は軽減することができる。
【００７９】
　しかもエンコーダ３５と第２の筐体３０の内壁との間にエンコーダ３５を保護するため
の保護部材５７が設置されている。
　これにより、エンコーダが第２の筐体の内壁近くに設置されても、保護部材により保護
されるので、エンコーダ３５の機能を阻害することなく第２の筐体３０の内部にこれを設
置することが可能になる。そして、筐体の外部からの衝撃や振動による電子部品への悪影
響が懸念される場合において、当該悪影響を防止又は軽減することができるので、特に有
益である。
【００８０】
　図１１では、第２の筐体３０において、管状部６０の長軸がスリップリング３５の回転
軸部６２と同軸になるように管状部６０を回動可能に支承する軸受部材３２ｂを備えてい
る。管状部６０は、第１の筐体２０の内部と第２の筐体３０の内部との間をわたる配線の
貫通路を備えるとともに、第１の筐体２０に対する第２の筐体３０の相対的回動をスリッ
プリング３２の回転軸部６２に伝達可能に構成されている。
【００８１】
　これにより、第１の筐体２０の一部として第２の筐体３０の内部に向かって突出する管
状部６０の第２の筐体３０に対する相対的回動をエンコーダ３５により検出することは、
当該エンコー３５ダにより第１の筐体２０に対する第２の筐体３０の相対的回動を検出す
ることと実質的に同じになる。
　従って、この構成によれば、第１の筐体２０の一部として第２の筐体３０の内部に向か
って突出する管状部６０とエンコーダ３５との組み合わせにより、換言すれば第２の筐体
３０の内部に設置される電子部品により、第１の筐体２０に対する第２の筐体３０の相対
的回動を検出することが可能になり、内部構造の簡素化とコンパクト化が可能になる。
【００８２】
　さらに、図１１の例では、スリップリング３２とエンコーダ３５を回転軸に沿って縦に
配置することができるため、第２の筐体３０の外径をその分縮径することができ、コンパ
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クトにすることができる。また、各筐体の当接領域をさらに細くして、円筒型どうしで接
触するのではなく、円錐もしくは円錐台どうしで当接するようにすれば、回動時の摺動抵
抗も低減できる。
【００８３】
　第１の筐体２０に設置されるボタンが防塵構造若しくは防水構造又は多段式のスイッチ
である場合には、当該スイッチが占める空間は通常のスイッチに比して大きくなり、限ら
れた第１の筐体２０内に設置することが難しくなってくる。これに対し、回動検出部や接
続用部材のような、操作者によるボタン操作に直接関係しない部品が第２の筐体３０に設
置されていれば、第１の筐体２０に空間的な余裕を確保することができるので、占有空間
の大きなスイッチであっても第１の筐体２０内に設けることができる。これにより、防塵
性や防水性の高い或いは高機能なボタン操作が可能な操作装置を構成することができる。
　また、操作者によるボタン操作に直接関係する部品（ボタン２１，２２，２３，２４、
マトリクス回路が形成された回路基板５５など）及びそうでない部品（スリップリング３
２、エンコーダ３５など）をそれぞれ第１の筐体２０内と第２の筐体３０内に設置すると
、二つの筐体間で重量分配が適切になされた重量バランスが良好な造り、ひいては操作者
にとって使い勝手のよい操作装置１０になる。
【００８４】
（第２の実施形態）
　次に本発明の第２の実施形態に係る移動装置としての天井クレーンについて説明する。
　第２の実施形態に係る天井クレーンは、図１および図２の機械的構造はほぼ同じであり
、図１３を参照しながらその電気的構成について説明する。
　図１３は、第１の実施形態について説明した図５に相当するものであり、図１３におい
て、符号１８はモータ制御回路、符号４２は、モータ制御回路とリモコン１０、後述する
表示部５０、通信ケーブル８等を含んで移動制御装置、符号４５は移動機構を示している
。このように図１３において、図５と同一の符号を付した箇所は共通の構成であるから、
重複する説明は省略し、以下相違点を中心に説明する。
【００８５】
　なお、第２の実施形態では、操作装置１０－１は、一つの筐体で形成されており、互い
に相対的に回動することで、走行方向を指示する第１の実施形態の操作装置１０とは異な
る。この実施形態では、操作者が保持した操作装置１０－１自体位置と動きを発振装置７
４から送信し、駆動制御装置側の受信部４３で受けることにより、無線で操作するように
されている。
　操作信号は、各種バント体の無線電波以外にも、赤外線光通信など種々の遠隔通信手段
を利用することができる。
　また、好ましくは、例えば、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（ブルートゥース）等の近距離無線通
信技術を利用して、リモコン１０－１が、天井クレーンが設備された部屋に持ち込まれ、
受信部４３に近接した時に、該近距離無線通信が起動し、それにより互いのプロトコルを
確立後に操作装置１０－１による操作が可能となるようになっている。
　これにより、専用プロトコルを用いてリモコン１０－１による操作を実行するようにす
れば、無線ノイズなどによる誤動作を確実に防止することができる。
　ここで、上記Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（ブルートゥース）等の近距離無線通信手段は、発振
装置７４と受信部４３に組み込まれている。
　あるいは、指示ボタン７５に、基準位置の調整、即ちキャリブレーションを開始させる
ボタンを設けて、上記のように自動的に基準位置設定をするのではなく、操作者が使用開
始時に、当該基準位置設定のボタンを操作することにより、後述する基準位置設定が行わ
れるようにしてもよい。
【００８６】
　図１３に示されるようにリモコン１０－１内には電波の発信装置７４が内蔵されており
、巻上機内には電波の受信部４３が内蔵されていて、リモコン１０－１の操作ボタン７５
を操作することで、そのデータが無線信号に変換されて発信装置７４から電波として発信
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され、受信部４３がその電波を受信して電気信号に変換し、モータ駆動制御回路１８内の
マイクロコンピュータ２５の入出力（Ｉ／Ｏ）ポートに入力させて移動体としての走行体
５及びフック７の移動制御が行われる。
　ここで、リモコン１０－１の指示ボタン７５は、図５で説明した上昇ボタン２１と、下
降ボタン２３と操作ボタン２２と非常停止ボタン２４とを含んでいる。
【００８７】
　本実施形態では、リモコン１０－１にもマイクロコンピュータ（以下、「マイコン」と
もいう。）７３が内蔵されており、このマイコン７３はマイコン２５と同様に、ＣＰＵ（
中央処理装置）、ＲＯＭ、ＲＡＭ等のメモリ装置、入出力（Ｉ／Ｏ）装置を具備している
。さらに、リモコン１０－１には、圧電ジャイロ９１及び地磁気センサ９５が内蔵されて
おり、圧電ジャイロ９１によってリモコン１０－１の向いている方角が操作者による該リ
モコン１０－１の回動によって検出される。
【００８８】
　さらに、本実施形態においては、基準位置調整部７０を備えている。
　即ち、駆動制御装置４２側からの指示により、参照信号を出す参照信号生成部７１が設
けられている。この参照信号生成部からの参照信号はリモコン１０－１内の参照信号受信
部７２で受信するようになっている。参照信号受信部で受けた信号は、マイコン７３を介
して基準位置設定部７６に入力され、リモコン１０－１の方向・向き等、上記した圧電ジ
ャイロ９１及び地磁気センサ９５で求めた位置情報誤差が補正されて、基準位置が求めら
れ、当該基準位置設定後にリモコン１０－１は、走行体５やフック７への駆動指示を出す
ようになっている。
【００８９】
　図１４を参照して、基準位置調整機構としての基準位置調整部７０の構成を説明する。
　図において、参照信号生成部７１は、例えば後述するように所定の直線偏光生成手段で
ある。決められた向きで偏波面を持つ直線偏光を参照信号として生成する参照信号の生成
部７１と、この参照信号の生成部７１からの参照信号を受ける参照信号の受信部７２と、
受信部７２が取り入れた光信号を受けて信号を生成する受光部８２と、受光部８２からの
信号をマイコン７３に送り、マイコン７３を備えている。マイコン７３からの指令を受け
て、図１３の基準位置設定部はＬＥＤランプ等で構成することができる。このＬＥＤは、
リモコン１０－１が基準位置に配置されたことを確認して点灯する。これにより、その位
置で、リモコン１０－１による走行指示の操作を開始可能とするものである。
【００９０】
　即ち、図１６に示されているように、参照信号生成部７１は、例えば図１のクレーンＸ
方向レール２Ａ，２ＢまたはＹ方向レール４に配置し、下向きに参照信号としての光を照
射する。この場合、参照光の照射部には、例えば偏光フィルタ７１ａを設けて、背後の図
示しない光源からの光、または自然光を、Ｙ方向の偏波面を持つ直線偏光に変換する。
　リモコン１０－１の外面には、Ｙ方向の直線偏光だけを透過するフィルタ７２を配置し
ておき、透過した光は、受光素子８２に入射すると、光電変換作用により電気信号を生成
し、当該電気信号をマイコン７３に伝える。
　この過程は、図１７に示す通りで、装置側では、天井付近の参照信号生成手段７１から
直線偏光を出し、リモコン１０－１には、直線偏光だけを通すフィルタと、透過光を受け
る受光素子を設ける。操作者は、クレーンの下でリモコンの向きを変えながら、上記した
基準位置設定部としての例えばＬＥＤの点灯を待つ。
【００９１】
　図１８は、この手法をさらに詳しく説明するものであり、参照信号生成部は、光源とし
てパルス制御により発光されるものを使用すると好ましい。リモコン１０－１側のマイコ
ン７３が、所定のパルス周期の信号により、基準位置設定するようにすれば、外乱光など
の迷光によるノイズを除去できる。
　操作者は、リモコン１０－１をＹ方向（図１６参照）に沿って水平に回転させると、参
照光の偏波面と合った向きの時に基準位置の設定ができる。この場合、受光部は１８０度



(23) JP 5964554 B2 2016.8.3

10

20

30

40

50

回転ごとに信号強度のピークを迎えるが、図１３で説明した内蔵ジャイロ９１等により南
北方向などの判別は容易に行うことができる。
　なお、リモコン１０－１のマイコン７３は、計時手段（タイマ）を内蔵していて、一定
時間ごとにキャリブレーション、即ち基準位置の設定がない時は、操作者にリモコン１０
－１の移動をＬＥＤランプ７６の点滅などで知らせることで、常にリモコンによる操作指
示を正確なものとすることができる。
【００９２】
　図１９は、基準位置調整部７０の別の構成を示す模式図であり、図２０はその説明図で
ある。
　この場合、リモコン１０－１は、一方向に長い形状である。このリモコン１０－１の外
面であって、互いに所定距離をおいた箇所にそれぞれ参照信号生成部７１－１，７１－２
を配置する。具体的には参照信号生成部はこの場合、発光素子や特定の色の発色部、特定
形状部等である。
　天井クレーンを設備した部屋内には、複数組、好ましくは３組以上の参照信号の受信部
８１ａ，８１ａ，８１ｂ，８１ｂ，８１ｃ，８１ｃ・・・・・が配置されている。
　これら参照信号の受信部は、この場合ＣＣＤ（電荷結合素子）である。
【００９３】
　既に説明したように、リモコン１０－１と、該リモコン１０－１により指令を受けるク
レーンなどの駆動装置の制御部側が非接触で離れた箇所にある場合、リモコン１０－１が
ジャイロ９１等により自律的に自己の位置を特定し、当該特定した位置に基づいて移動指
示の指令を無線等で出すことになる。
　しかしながら、当該リモコン１０－１を操作者が保持して持ち歩くことで、リモコン１
０－１が常に存在位置を変えていると、自己の位置の特定にずれや狂いが生じるために、
前記制御部に正確な移動指示ができなくなる。
【００９４】
　そこで、図１９および図２０で示すように、設備内の数カ所に参照信号の受信部７２（
図１３参照）としての例えば、複数組のＣＣＤ８１ａ，８１ａ，８１ｂ，８１ｂ，８１ｃ
，８１ｃ・・・・・を設ける。好ましくは、３組以上のＣＣＤを設ける。最低３方向から
撮像できるようにするためである。
　リモコン１０－１はこの場合、持ち運びに不便にならない程度に一方向に長い形態が好
ましく、例えば、グリップと、これに直交して長い本体を備えた拳銃型の形態などが好ま
しい。この長い本体の両端に発光素子などで参照信号生成部７１－１、７１－２を設ける
。各発光素子は発光パターンを異ならせたり、発光強度を変えたりして、撮像による区別
を容易にすると好ましい。
　これにより、マイコン７３は、モーションキャプチャー方式によって、参照信号生成部
７１－１、７１－２の位置を求め、これを結ぶ仮想の線分の向きや距離を測定することに
より、内蔵ジャイロ９１の数値を補正し基準位置を調整し、基準位置設定を行うことがで
きる。
【００９５】
（第３の実施形態）
　図２１は、本発明に係る移動装置の一例としての天井クレーンの第３の実施形態を示し
ており、図２２は、図２１の天井クレーンに好適に使用される操作装置の筐体部分の内部
構成例を示す部分拡大断面図である。
　これらの図において、図１や図２と同じ符号を付した箇所は共通する構成であるから重
複した説明は省略して、援用し、以下、相違点を中心に説明する。
【００９６】
　この実施形態では、図２１に示されているように、操作者の位置にある第１の筐体２０
に対して、第２の筐体３０は大きく離れて天井付近に設置されている。
　第１の筐体２０と第２の筐体３０とは図２１に示すように垂直な回動軸に沿って内部に
信号ケーブルを挿通した管状部材６０で繋がれている。
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　即ち、第２の筐体は、移動装置が天井クレーンである場合、走行体５であるホイストに
固定されている。これに対して、第１の筐体２０は、第２の筐体３０から図２２に示すよ
うに垂下される長い管状部６０に接続されており、操作者の手の動きに従って、管状部６
０と共に図２１の矢印に示すように回動変位するようになっている。この動きが、第１の
実施形態と同様に第２の筐体３０のロータリエンコーダ３５により検出され、検出信号は
スリップリング３２により信号線６３から駆動制御部に送られるようになっている。
【００９７】
　また、第１の筐体２０には、例えば操作ボタンの配置されている領域の上の領域に図２
１に示すように、標示部４１－１が設けられている。標示部４１－１は、方向を示す標示
部５０と同期して、同じ標示が小型の液晶標示装置等を組み込むことにより示されるよう
になっている。標示部４１－１は、液晶に限らず、ＥＬ，ＬＥＤ，光電管等の種々の表示
手段を用いて形成することができる。
【００９８】
　このように、第３の実施形態によれば、第２の筐体３０が第１の筐体２０から離れて上
方に配置されている。
　このため、操作者が保持して使用するのは第１の筐体２０だけとなるので、リモコンが
コンパクトに形成でき、重量も軽く扱いやすい。しかもロータリエンコーダ３２等の精密
部品を、常に持ち運び移動される第１の筐体２０に備えなくていいから、外部からの衝撃
等に対しても強く、丈夫で長期間の使用に耐えられる。
　また、第２の筐体３０は、第１の筐体２０よりも上方にあって例えば天井付近に配置で
きるから、ロータリエンコーダ３２等の外部からの衝撃に比較的弱い精密計測装置を安全
に設置し保持することができる。
【００９９】
　図２３及び図２４は、本発明に係る操作装置の第２の変形例の概略斜視図及び概略側面
図をそれぞれ示している。これらの図において、図３や図８と同一の符号を付した箇所は
共通する構成であるから重複する説明は省略・援用し、以下、相違点を中心に説明する。
　操作装置であるリモコン１０－２において、この第２の変形例では、第１の筐体２０－
２と第２の筐体３０は、例えば、円柱状もしくは円筒状に形成されている。そして、第１
の筐体２０－２と第２の筐体３０は互いの外径が異なり、第１の筐体２０－２の外径は、
第２の筐体３０の外径よりも小さい。
　また、この場合、第１の筐体２０－２と第２の筐体３０は、図９で説明したような有底
の筒体どうしが底面どうしを対面させる構造としてもよいが、これに限らず、第１の筐体
２０－２が、それより大きい第２の筐体３０内に一部入り込んだような構造とすることも
できる。
【０１００】
　第１の筐体２０－２と第２の筐体３０の断面（相対的回動の回転軸に垂直な断面）は、
外観上近接している部分近辺において同径ではないが、いずれも円形である。このような
場合、より大きな断面の方の筐体（第２の筐体３０）が他方の筐体（第１の筐体２０－２
）の表面に影を作ることがあるが、その影は均一であり、影の濃淡や長短が生じないので
、当該他方の筐体表面に配置する標示部４１が標示する情報が読みにくくなるような事態
は生じにくい。
【０１０１】
　好ましくは、第１の筐体２０－２の上端、即ち、第１の筐体２０－２と近接する箇所に
第２の筐体３０の現在の回動位置を標示部４１に対して示す、指示部４１ｃを有している
。
　即ち、図２３の矢印に示すように、第１の筐体２０－２は、第２の筐体３０に対して回
動することができ、指示部４１ｃは、第１の筐体２０－２に固定されているため、第１の
筐体２０－２と共に回動方向に移動するようになっている。
　図示の場合、第１の筐体２０－２の外径は第２の筐体３０の外径より小さいので、指示
部４１ｃは第１の筐体２０－２の露出している上端付近から径方向外方に向かって所定長
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さ延びる指針上のピン形状とされている。指示部４１ｃはこのような細い円柱状もしくは
ピン形状に限らず、三角柱・多角柱・三角錐・多角錐などの形態を採用することができる
し、途中で所定角度、例えば９０度曲がった曲り指針とすることもできる。
　これにより、指示部４１ｃの先端が標示部４１の文字やマーク、指針と近接され、読み
取りやすくなる。また、第２の筐体３０が第１の筐体２０－２の表面に影を作ることがあ
っても、操作者は標示部４１を支障なく視認することができる。
【０１０２】
　以上の構成とすることにより、リモコン１０－２では、第１の筐体２０－２をよりコン
パクトにし、操作者が握りやすく、取り扱いを容易にできる利点がある。
【０１０３】
　本発明の範囲は、上述の実施形態に限定されるものではない。また、上述の各実施形態
を互いに組み合わせてもよく、また、その一部を省略して、組み合わせることも可能であ
り、さらには、説明しない他の技術的要素を組み合わせることもできる。
【符号の説明】
【０１０４】
　１，１－１・・・移動装置（天井クレーン）、２Ａ，２Ｂ・・・Ｘ方向レール、３Ａ，
３Ｂ・・・サドル、４・・・クレーンガーダ（Ｙ方向レール）、５・・・走行機、７・・
・フック、８・・・通信ケーブル，１０，１０－１・・・リモートコントローラ（操作装
置）、２０・・・第１の筐体、３０・・・第２の筐体、３２・・・スリップリング、３５
・・・ロータリエンコーダ、４１・・・標示部、５０・・・表示部

【図１】

【図２】

【図３】
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